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教員免許更新制廃止 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏面 
 
◇ ５・３兵庫憲法集会 
◇ 兵高教・今後の主な日程 他 

「
教
育
公
務
員
特
例
法
及
び
教
育
職
員
免
許
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
に
は
、
普
通
免
許
状

及
び
特
別
免
許
状
を
有
効
期
間
の
定
め
の
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
や
、
研
修
等
に
関
す
る
記
録
の

作
成
・
指
導
助
言
等
を
任
命
権
者
に
義
務
づ
け
る

こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
改
正
法
の

施
行
日
に
つ
い
て
は
、
教
育
職
員
免
許
法
を
２
０

２
２
年
７
月
１
日
、
教
育
公
務
員
特
例
法
を
２
０

２
３
年
４
月
１
日
と
し
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ま
で
日
教
組
は
、
教
員
免
許
更
新
制
が
教

員
の
時
間
的
・
経
済
的
負
担
に
な
っ
て
い
る
こ

と
、
産
育
休
代
替
な
ど
の
人
員
確
保
の
妨
げ
に
な

っ
て
い
る
こ
と
等
の
課
題
を
指
摘
し
、
学
校
に
お

け
る
働
き
方
改
革
や
、
子
ど
も
た
ち
の
ゆ
た
か
な

学
び
を
保
障
す
る
観
点
か
ら
そ
の
廃
止
を
求
め

て
き
ま
し
た
。
と
り
わ
け
「
廃
止
の
方
向
性
」
に

つ
い
て
は
、
法
律
施
行
後
の
更
新
講
習
受
講
免
除

や
、
４
月
～
６
月
に
修
了
確
認
期
限
を
迎
え
る
教

員
の
免
許
が
失
効
し
な
い
た
め
の
対
応
等
に
つ

い
て
文
科
省
協
議
を
続
け
て
き
ま
し
た
。 

本
法
案
の
審
議
で
は
４
月
１
日
に
、
瀧
本
司
日

教
組
中
央
執
行
委
員
長
が
参
考
人
と
し
て
衆
議

院
文
部
科
学
委
員
会
に
招
致
さ
れ
、
教
員
免
許
更

新
制
の
廃
止
を
歓
迎
す
る
と
と
も
に
、
教
育
公
務

員
特
例
法
に
つ
い
て
、「
期
待
す
る
水
準
の
研
修

と
は
何
か
」「
研
修
受
講
履
歴
等
に
記
録
さ
れ
る

研
修
は
何
か
」「
研
修
受
講
履
歴
と
人
事
評
価
は

ど
う
関
係
す
る
か
」「
今
の
学
校
で
教
員
が
学
び

続
け
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
」
等
に
つ
い
て
、
方

向
性
を
明
ら
か
に
す
る
よ
う
意
見
を
述
べ
て
き

ま
し
た
。 

ま
た
、
研
修
に
つ
い
て
は
日
政
連
議
員
等
と
連

携
し
て
「
現
場
の
教
職
員
は
校
内
研
修
等
す
で
に

十
分
研
修
を
行
っ
て
お
り
、
希
望
す
る
研
修
が
受

講
で
き
る
よ
う
、
業
務
削
減
を
は
じ
め
と
し
た
環

境
整
備
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
」
等
を
求
め
て
国

会
対
応
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、「
教

員
が
研
修
の
参
加
へ
の
時
間
を
確
保
す
る
た

め
、
学
校
の
働
き
方
改
革
の
推
進
に
向
け
て
実

効
性
あ
る
施
策
を
講
ず
る
こ
と
」「
オ
ン
デ
マ
ン

ド
型
の
研
修
も
含
め
職
務
と
し
て
の
研
修
は
正

規
の
勤
務
時
間
内
に
実
施
さ
れ
、
教
員
自
身
の

費
用
負
担
が
な
い
こ
と
が
前
提
で
あ
る
こ
と
に

つ
い
て
、
文
部
科
学
省
は
周
知
徹
底
す
る
こ
と
」

「
各
学
校
で
実
施
す
る
校
内
研
修
・
授
業
研
究

及
び
所
属
長
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
場
所
を
離

れ
て
行
う
研
修
（
承
認
研
修
）
も
『
任
命
権
者

が
必
要
と
認
め
る
も
の
』
と
す
る
こ
と
」「
本
法

に
よ
る
研
修
等
に
関
す
る
記
録
や
指
導
助
言
等

は
、
人
事
評
価
制
度
と
趣
旨
・
目
的
が
異
な
る
」

「
臨
時
的
任
用
教
員
や
会
計
年
度
任
用
職
員
へ

の
研
修
機
会
の
確
保
」「
免
許
失
効
者
が
免
許
状

授
与
権
者
に
申
し
出
て
再
度
免
許
状
が
授
与
さ

れ
る
こ
と
を
周
知
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県

教
育
委
員
会
に
対
し
て
事
務
手
続
き
の
簡
素
化

を
図
る
よ
う
周
知
す
る
こ
と
」
等
が
、
衆
参
両

議
院
で
の
附
帯
決
議
に
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。 

今
後
、
教
育
公
務
員
特
例
法
に
関
し
て
、
指

針
の
改
定
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
が
予
定
さ

れ
て
い
ま
す
が
、「
記
録
さ
れ
る
研
修
」
や
「
主

体
性
を
有
し
な
い
教
師
へ
の
対
応
」
等
の
記
載

に
お
い
て
、
職
務
命
令
を
出
す
こ
と
や
、
研
修

の
強
制
が
危
惧
さ
れ
ま
す
。 

教
員
免
許
更
新
制
が
廃
止
に
な
っ
た
こ
と

は
、
組
合
員
と
と
も
に
訴
え
続
け
た
日
教
組
運

動
の
成
果
で
す
。
日
教
組
は
、
子
ど
も
の
実
態

に
即
し
た
研
修
を
教
職
員
が
自
主
的
・
主
体
的

に
行
え
る
よ
う
、
引
き
続
き
文
科
省
協
議
や
日

政
連
議
員
と
と
も
に
国
会
対
応
を
行
う
、
と
し

て
い
ま
す
。 
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５
月
11
日
、「
教
育
公
務
員
特
例
法
及
び
教
育
職
員
免
許
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
参
議
院

本
会
議
に
お
い
て
可
決
・
成
立
し
、
第
一
次
安
倍
政
権
下
の
法
改
正
に
基
づ
き
、
２
０
０
９
年
か
ら

導
入
さ
れ
た
「
教
員
免
許
更
新
制
度
」
が
よ
う
や
く
廃
止
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。 

第

93
回
兵
庫
県
メ
ー
デ
ー
神
戸
中
央
大
会
中
止 

 

４
月
29

日
（
金
）
10

時
か
ら
、神
戸
大
倉
山
野
球
場
に
て

第
93

回
兵
庫
県
メ
ー
デ
ー
神
戸
中
央
大
会
の
開
催
を
予
定
し

て
い
ま
し
た
が
、当
日
荒
天
の
予
報
の
た
め
、中
止
さ
れ
ま
し
た
。 

今
回
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
は
「
１
人
ひ
と
り
が
尊
重
さ
れ
る 

多
様

性
を
認
め
合
う
社
会
を
め
ざ
し 

み
ん
な
が
輝
く
未
来
を
つ
く

ろ
う
！
」
で
し
た
。ま
た
、式
典
の
ほ
か
に
ウ
ク
ラ
イ
ナ
支
援
に
向

け
て
の
カ
ン
パ
募
金
や
フ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
の
と
り
く
み
な
ど
を
予

定
し
て
い
ま
し
た
。 

な
お
、ウ
ク
ラ
イ
ナ
支
援
へ
の
カ
ン
パ
募
金
に
つ
い
て
は
、連
合

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
Ｕ
Ｒ
Ｌ
は
左
下
）
で
も
お
こ
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

メーデーは１８８６年５月１日、アメリカの労働者が「８時間は労働に、８時間は休息に、そしてあとの８時間は

自由な時間のために」を求めてストライキに立ち上がったのが起源です。当時、アメリカの労働者は長時間

労働と低賃金に苦しめられ、労働時間の短縮は切実な要求でした。 

これをきっかけに世界の労働者は５月１日を「国際的な団結の日」と定め、１８９０年５月１日、第１回国際メ

ーデーが多くの国で開催されました。 

日本では１９２０年（大正９年）５月２日、第１回メーデーが東京・上野公園で開催され、以後毎年開催され

ていました。しかし、軍国主義の高まりの中、１９３６年（昭和１１年）の「２．２６事件」を契機に、メーデーは全面

禁止されました。 

第二次世界大戦後、メーデーは労働組合の復活とともに再開。労働者の地位や労働条件の向上、権利

拡大をはじめ、人権・労働基本権の確立、民主主義の発展、世界の恒久平和の希求に深く貢献し、その役割

を果たしてきています。 

現在のメーデーは、アメリカの労働者が労働条件の改善を訴えたその想いを受け継ぎつつ、働く仲間とお

互いをねぎらい、たたえ合いながら、家族や地域のみなさんにも楽しんでもらえる一大イベントとして全国各

地で開かれています。 

 

＝5/11 参議院本会議において「教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律」が可決・成立＝ 

連合ウクライナ支援カンパ → https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/kizuna/no-war/donation.html 
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日政連・第 26回参議院議員選挙候補予定者 

兵高教・今後の主な日程 
 

■TAC採用試験対策講座 

とき：５月 28 日（土）9:30～11:30 

 ところ：神戸市教育会館 ５階・書記局内 

 内容：集団討論 ※4/23 実施分の録画視聴になります。 
 

■第４回臨採者学習会 ～教員採用試験対策講座（４）～ 

とき：６月 11 日（土）13:30～16:30  

 ところ：神戸市教育会館 402 号室 

 内容：一次試験に向けて（集団面接練習、その他） 
 

■兵高教第 3６回定期大会 

とき：６月 25 日（土）13:30～16:50 

 ところ：神戸市教育会館 501 号室 

※各支部・専門部は６月９日（木）までに代議員の報告をお願いします。 
 

★感染症拡大防止の観点から、昨年同様規模・時間を縮小して開

催します。また、ハイブリッド形式で行いますので、代議員報

告の際に参加形態（対面・Web）も併せてお知らせください。 
 

５･３兵庫憲法集会 
 
５月３日（火・祝）１３時より、みなとのもり公園にて５・３兵庫憲法集

会が開催されました。３年ぶりに憲法記念日当日に屋外で開催するこ

とができ、会場には約３，０００人が集まるとともに、YouTube ライブ配

信も行われました。 

ゴスペルシンガーの新井深絵さんのミニコンサート、主催者あいさ

つに続き、ジャーナリストの金平茂紀さんが講演し、ロシアの軍事侵攻

直後にウクライナ入りし現地取材を行った経験にも触れた上で、「日本

国憲法は制定から７５年が経過した今もなお世界で最も先進的であ

る」等と訴えました。 

憲法学習週間 ～憲法について学ぼう！～ 

 兵高教では５月２３日（月）～２９日（日）を憲法学習週間とします。各分

会に送付した職場討議資料（日教組新聞・号外、5/3 発行）等を活用し、

憲法学習にとりくみましょう。 


